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＜論　文＞
中国の持続可能な電力政策に関する研究
― 日本の経験を参考にした電力供給安定策への提言 ―
周　瑋生・銭　学鵬・羅　錦模・仲上　健一
Study on Sustainable Electricity Policy in China:
Suggestion for Stable and Sustainable Electricity Supply Policy from 
Japanese Experience
ZHOU, Weisheng・QIAN, Xuepeng・LUO, Jinmo・NAKAGAMI, Kenichi
This article follows the previous two articles to conclude the research on electricity 
issues in China. In this article, as important reference, Japanese experience in energy field 
is summarized, focusing the measures and policy changes in during the period of economic 
rapid growth and oil shocks. Regarding the electricity demand and supply situation in 
China, several suggestions are concluded, such as developing electricity infrastructures to 
cope with the increasing demand, introducing new energy sources, promoting the 
industrial shift from energy consuming industries to high added-value industries, and 
encouraging the application of energy saving technologies and equipments. Facing the 
environmental problems, we need to consider the balance among economy, energy and 
environment (3E). Furthermore, the integrated energy policy system including the reform 
of related administrative sectors is proposed to solve the multidisciplinary problems. 
Besides, the international cooperation is regarded as the effective and efficient method for 
energy problems. The importance of establishing such a win-win international cooperative 
famework is also explained in order to ensure the long-term energy security in Asia Pacific 
regions.
Keywords： electricity demand and supply, economic growth, energy security, environmental 
problem, China, Japan, international cooperation
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1．はじめに
近年中国を取り巻く経済・エネルギー・環境の情勢が大きく変化しており、総合的なエネル
ギー政策特に電力政策の構築が必要であると考えられる。したがって、本研究は、基幹エネル
ギーである電力を研究対象とし、中国における電力の現状、課題と安定供給のあり方を考察し
た上で、新たなエネルギー政策の提言を行う。具体的には、①中国における電力需給の現状と
課題、②電力供給不足の要因分析、③電力供給安定策への提言の 3主題にわけて考究する。第
1報では、電力を研究対象とし、中国における経済成長、エネルギー供給と環境問題の現状を
とらえ、電力問題の構造を分析した 1）。第 2報は、2003 年前後に、中国国内の広範囲に起きた
電力不足の要因を分析し、今後の課題を整理した 2）。本文は、第 3報として、日本のエネルギー
政策の事例研究を参考にし、中国の持続可能な電力政策に関する提案を行う。
日本は戦後、荒廃とした経済を急速に復興させ、世界の奇跡と言われた高度成長を成し遂げ、
アメリカに次ぐ世界第 2位の経済大国となった。その背景には、エネルギー、とりわけ電力の
安定供給の確保に多大な努力が行われてきたと考えられる。一方、表 1に示すように、日中両
国は経済構造やエネルギー需給等において、類似点が多く、経済成長を続けている中国の現在
の姿は日本の高度成長期と重なって見える。従って、日本の取り組みは、中国にとって重要な
参考的意味を持っていると考えられる。
表 1　日中高度成長期の類似点
日本 高度成長期の類似点 中国
1955 年～1973 年 高度成長期の期間 1980 年～
平均 9％超 経済成長率 平均 9％超
輸出型、重工業が中心 経済構造の特徴 輸出型、重工業化へ突入
1964 年、1973 年円の自由化 IMFの 8条国移行 1996 年、今降人民元の自由化の
可能性が高い
1961 年～1970 年、
1人当たり国民所得 2倍増
所得倍増計画 2001 年～2020 年、
1人当たり国民所得 3倍増
1966 年 国民 1人当たり GDP
1,000 ドル突破
2003 年
1964 年東京 オリンピック開催 2008 年北京
1970 年大阪 万国博覧会開催 2010 年上海
約 3％（1965 年）、
エネルギー消費大国へ
世界のエネルギー
消費量を占める割合
約 11％（2003 年）、
エネルギー消費大国へ
（注）高度成長期：経済規模の急激で継続的な拡大した時期。
（出所）筆者作成。
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2．日本のエネルギー政策の事例研究
2－1．日本のエネルギー政策と産業構造の変遷
1960 年代、高度経済成長の持続によって日本経済が飛躍的に拡大し、エネルギー需要が大き
く伸びた。エネルギー供給面では、石油が石炭に代わってエネルギー供給の主流になるととも
に、原子力発電の本格化、LNGの導入などにより、総合エネルギー政策が策定されることになっ
た。この時期の総合エネルギー政策は、石油の低廉かつ安定供給確保を主要な目的としたが、
石油危機を契機に根本から変化している（図 1）。
石油危機後の総合エネルギー政策は、エネルギーの安定供給を最優先課題としながら、経済
成長と地球環境問題を対応し、長期的な視点と包括的な計画が策定するようになった。具体的
なエネルギー政策は、緊急時対策の確立、石油備蓄の推進、石油代替エネルギーの開発、電源
開発の促進、省エネルギーの推進、環境対策の取り込みが上げられる。また、エネルギー関連
環境政策について、60 年代の事後対策→ 70 年代の事前対策→ 90 年代以降の地球環境問題対策
を経て、徐々に調整し、時代の変化に応じ、積上げてきたものである。
一方、産業構造においては、1955 年の金属・機械・化学工業の出荷額は 44.7％、1960 年に
は 56.3％、1965 年には 56.6％と上昇し、製造業の半数を超えた。重化学工業製品輸出の割合
は 1955 年には 38.0％、1960 年には 43.7％、1965 年には 62.0％と拡大した。1965 年は日本の
重工業が確立したことが確認できよう。
そして、第 1次石油危機前の 1965 年度から 1973 年度の製造業のエネルギー消費は、伸び率
が GDPの伸び率を上回り、年平均 11.8％に増大した。製造業は最終エネルギー消費量の 6割
を占めていた。その後、1973 年の第 1次石油危機以降は製造業のエネルギー消費が大きく減少
し、1973 年度から 1986 年度までの 14 年間の年平均伸び率は、マイナス 1.4％と減少傾向へ推
移した。1973 年度と 2001 年度を比較すると、経済規模は約 2倍になり、製造業全体の生産額は、
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図 1　日本エネルギー政策の変遷
（出所）資源エネルギー庁資料、一部を筆者修正。
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増加したのにもかかわらず、エネルギー消費は横ばいとなっている。製造業を中心とする第 2
次産業が GDPに占める割合は 1970 年には 43.1％、2000 年には 27.9％まで下落した。第 3次
産業の割合は 2000 年には GDPの 70.7％を占めてきた。このように石油危機以降、製造業に
おけるエネルギー消費が抑制された主要な要因としては、省エネルギーの進展と産業構造の高
付加価値化（素材産業から加工組立型産業へのシフト）とソフト化（製造業からサービス業へ
のシフト）があげられる（図 2）。つまり、省エネルギーと産業構造の大幅な転換が図られたこ
とで、日本経済は新たな成長段階（安定成長期）に入ることができたのである。
しかし、1985 年以降はエネルギー消費の構造が変化したため、産業部門のエネルギー消費は
再び増加し始めた（最終エネルギー消費量の 5割近く）。産業部門の消費増大の原因として、
低コストの省エネ技術が概ね普及した時期に石油価格が下落し、省エネをさらに推進する経済
的メリットが小さくなったことと、世界的な好況とエネルギーコストの低下で素材産業の生産
水準が上昇したこと等が挙げられる。
2－2．高度成長期の電力供給の取り組みと重要課題
第二次世界大戦によって荒廃とした日本経済は、石炭・鉄鋼を中心とした傾斜生産方式の採
用、朝鮮戦争特需、アメリカの援助などをてこに、終戦後の 10 年間、平均 8.5％の高い成長を
示した。そして、1955 年から第一次石油危機を迎えるまでの 1972 年、年率 9％を超えた高度
成長の持続によって、日本経済が飛躍的に拡大した。経済成長を支えたのは鉄鋼、造船、石油
化学などのエネルギー多消費型産業である。これを受け、エネルギー需要はかなり高い比率で
伸びていた。
高度成長期まで、日本の電力供給は経済成長とともに急速に拡大した。発電電力量は 1948
年に過去最大の377.9億kWhを記録し、使用電力量は1950年に過去最大の338.9億kWhとなっ
た。しかしながら、その後電力供給が経済成長に間に合わず、慢性的な電力不足が生じた。
1952 年には、電力不足が 200 万 kW、当時日本発電能力 1,084 万 kWの 20％強となった。経済
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図 2　日本産業の構造転換
（出所）吉田三千雄・藤田実『日本産業の構造転換と企業』（2005）4）より筆者作成。
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発展に欠かせない電力を確保するため、日本は大規模電源開発を行い、電力の供給を積極的に
取り組む。当時の措置は次のように列挙できる。
まず、日本は電源の開発を積極的に取り込むことである。戦後、電力開発が大規模に進めら
れたことは先進国の中でも目立っている。
①電気事業の再編により、1951 年 5 月 1 日に北海道、東北、東京、中部、北陸、関西、中国、
四国、九州の九ブロック民有民営の新電力会社が設立した。また、電源開発促進法により、
1952 年 9 月 16 日に電源開発株式会社が設立し、電力の開発、運営などの電気事業体制が整い、
電力の大規模開発と電力の安定供給に大きく貢献される（表 2、表 3）。
表 2　日本の電気事業体
一般電気事業者
（一般の需要に応じて電気を供給）
9電力会社
北海道、東北、東京、中部、北陸、関西、中国、
四国、九州の各供給区域内の一般需要家に電
気を供給する
沖縄電力（株）
沖縄復帰に伴い 1972 年 5 月に設立し、1988
年 10 月に民営会社となる。沖縄県の一般需要
家に電気を配給する
卸電気事業者
（一般電気事業者に電気を卸供給）
電源開発（株） 9電力会社に卸供給
日本原子力発電（株） 1957 年 11 月 1 日に設立。5電力会社に卸供給
公益電気事業者
33 都道府県営、1市営。地域開発の一環とし
て水力設備を保有し、9電力会社に卸供給
共同火力発電事業者等
電力会社と鉄鋼会社との共同出資により設立。
発生電力は電力会社（卸供給）と鉄鋼会社な
どに供給
その他 自家用発電設備
電力会社以外の会社が、自ら使用する目的で
発電するもの（工場やビル等の施設の一つと
して）
（出所）『電力事業の経営』5）などより筆者作成。
表 3　電気事業体制の国際比較
事業体制
事業規模（万 kW、億 kWh、1993 年）
総発電設備 発電電力量 最大電力
日　　本
垂直統合型 10 社と卸会社 2社。他に公営、共同火力等
の卸会社 54 社
21,291 9,067 14,474
アメリカ
3231（1991）の事業者の内私営垂直統合 265 社で発配電
シェア 80％。他に連邦営、公営
80,282 32,099 57,536
イギリス
発電 3、送電 1、配電 12 社による水平分割型体制。90
年発電と供給部門に競争導入
6,912 3.230 5,485
フランス 国有会社 EDFが発送配電一貫で供給。国内シェア 95％ 11,686 4,464 7,000
ド イ ツ
8大電力会社が発電シェアの 70％を確保。約 900 の小
規模配電事業者が存在
10,282 4,527 5,612
中　　国 設備容量の 70％を 5大電力網が占める 18,291 8,364 ―
（出所）『電力事業の経営』などより筆者作成。
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②電力を優先的に発展させること。電気事業は、エネルギー資源の乏しい日本にあって、エ
ネルギー需給安定の確保の重要な役割を担い、エネルギー産業の中核として位置づけられてい
る。日本は 1952 年 11 月に日本電力調査委員会が発足し、その後、「電力五ヵ年計画」、「電力
長期計画」などを策定し、定期的な需要、供給力の想定を行い、10％程度の供給予備能力を図っ
た。図 3では、1965 年から 1973 年の 9年間だけで、総発電設備は年平均伸び率 15％程度で推
移していた。日本の総発電設備容量は 1973 年には 9,550 万 kW、1993 年には 21,291 万 kW、
世界 2位となった。
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図 3　高度成長期における日本総発電設備の推移
（出所）経済産業省『電力調査統計月報』6）等より筆者作成。
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図 4　各発電電力量の推移
（出所）経済産業省『電力調査統計月報』等より筆者作成。
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次に、電源構成の柔軟化を図ることである。日本の電源構成は 1950 年代まで水主火従、
1953 年から高能率大容量火力発電の開発で火主水従へ移行された。火力発電は水力発電より建
設期間が短縮され、最新技術の応用、大量かつ安価な燃料（石炭、石油）の確保が可能となる
ことから、1965 年以降、火力が遥かに水力を超えていた（図 4）。同時に、原子力の開発が推
進され、第 1次石油危機まで発電設備は 229.6 万 kWとなった。発電電力量別を見ると、1973
年には火力が 3,889 億 kWhに対し、水力は 716.7 億 kWh、原子力は 97 億 kWhとなった。そ
して、2002 年に日本の総発電設備容量は 26,612 万 kW、総発電電力量は 10,971 億 kWhとなっ
た。
この時期の産業用電力需要は、経済の高度成長下における旺盛な生産活動の推移に対応して
飛躍的に増大している。すなわち、経済の高度成長による民間設備投資及び鉄鋼、機械、石油
化学は波及効果に伴って、電力需要を増大させる。また、設備の合理化を推進したオートメー
ション化の普及は、さらにそれを助長する。図 5に示すように、1965 年から第一次石油危機ま
では、鉄鋼、石油化学、アルミ等の素材型産業及び機械産業に旺盛な電力の需要増加が見られ
た。1973 年、産業用電力（鉱業、製造業、鉄道業、その他）の合計は 1,715 億 kWh、製造業
が 1,502 億 kWhとなり、全体の 87.5％を占めている。製造業が 9年間で平均 9％程度の高い伸
びとなり、産業全体がエネルギー多消費型産業へと転換した。
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図 5　高度成長期における製造業業種別電力需要量の推移
（出所）経済産業省『電力調査統計月報』、電気事業連合会『電気事業便覧』7）より筆者作成。
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さらに経済成長に伴い、民生用電力需要は拡大している。1950 年代以前は照明用需要が主要
であるのに対し、1955 年以降は各種家電機器（白黒テレビ、洗濯機、冷蔵庫など）が急速に普
及し始めた。1968 年に入り、第 2次電化ブームを迎え、カラーテレビ、ルームクーラー及び電
子レンジなどの新型家電機器が著しく普及し始めた。これにより、民生用（家庭部門）電力需
要は前年比 10％を超える伸びを占めていたことがわかる（図 6）。
この時期においては、発電燃料として重油の消費量が増加すると共に、硫黄酸化物（SOx）
の発生が多くなり、石油精錬所、石油化学工場等との複合汚染が出現し、公害問題が深刻となっ
た。これを契機に、日本は 1968 年に「大気汚染防止法」が制定され、環境問題に本格的に取
り組み始めた。
2－3．石油危機後のエネルギー安定供給の取り組み
（1）2次石油危機によるエネルギー政策の転換
表 4　総合エネルギー政策の変遷
時　期 目　　標 成　果
石油危機前
（1970 年 12 月）
高度成長を支える石油、原子力、LNGなどの低廉・安定・
自主性の確保を目指す
「エネルギー問題と今後
の産業政策について」
第一次石油危機後
（1975 年 8 月）
長期的視点に立ってエネルギーの安定供給を確保する（省
エネ政策の推進も内容の一つ）
「50 年代エネルギー安
定化政策―安定供給の
ための選択―」（昭和）
第二次石油危機後
（1979 年 8 月）
長期的視点に立ってエネルギーの長期需給見通しと供給
目標を設定すること
「長期エネルギー需給暫
定見通し」
現在まで
（1992 年 11 月～）
環境保全、経済発展、エネルギー需給安定を「三位一体」
とした対応、環境調和型経済社会の構築に取り組む
「今後のエネルギー環境
対策のあり方について」
（出所）資源エネルギー庁『エネルギー政策の歩みと展望』3）より筆者作成。
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図 6　家庭部門における電力需要量伸び率の推移
（出所）『EDMC／エネルギー・経済統計要覧 2004』8）より筆者作成。
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高度成長期に発足した総合エネルギー政策は、最初に石炭と石油の安定供給確保を目的とし
たが、石油危機によって根本から変化している。新たな総合エネルギー政策とは、エネルギー
の安定供給を最優先課題としながら、経済成長と地球環境問題の両面に対応し、長期的な視点
と包括的な計画を策定するということである。総合エネルギー政策を策定する場として、通産
省（当時）、大蔵省、農林水産省、経済企画庁等の閣僚を構成メンバーとして総合エネルギー
対策閣僚会議が設置された。表 4に示すように、時代の変化に伴って、日本の総合エネルギー
政策が柔軟に対応していることがわかる。
総合エネルギー政策という枠組みの他に、個別エネルギー政策が策定される。具体的には、
石油危機を契機に、表 5のような政策が策定されてきた。これらの政策は、日本のエネルギー
安定供給において大きな役割を果たしていると思われる。
表 5　石油危機前後の個別エネルギー政策の推移
危 機 前 危 機 中 危 機 後
石油政策
石油業法の制定；共同石
油（株）の設立；石油開
発公団の設立
石油緊急対策；石油2法
の制定；国民生活安定緊
急本部による緊急対策；
石油節減策
石油供給の分散化、多様化；石油
開発政策；石油備蓄政策；石油流
通体制の整備；石油産業の構造改
善；LPG安定供給の確保など
石炭政策
終戦後の増産体制；エネ
ルギー革命の進展と生産
規模の縮小；5次石炭政
策
石炭役割の再認識；第6
次石炭政策
第 7次石炭政策；第 8次石炭政策；
石油代替エネルギーの地位確保
電気事業政策
「電力五ヵ年計画」、「電
力長期計画」、新電気事
業法の制定、電気事業審
議会の設置
電源三法；電源立地促進
対策；電源利用制限；料
金制度の見直し
電源多様化の推進；電源立地推進
策の強化；電力需要の負荷平準化
対策；広域運営；流通設備の強化・
拡充と電力利用の高度化；分散型
電源の導入・推進など
原子力政策
原子力開発利用長期基本
計画
立地促進対策
安全確保対策と強化；原子力ビ
ジョンの策定；石油代替エネル
ギーの中核の位置づけ；新技術の
開発・導入
ガス事業政策 都市ガス事業5ヵ年計画
石油代替エネルギーとし
ての導入促進
保安の確保
熱供給事業政策 熱供給事業法の制定 熱供給事業の普及
省エネルギー政策
省エネルギー法の制定、
ムーンライト計画の推進
省エネルギー法の改定
新エネルギー政策 サンシャイン計画の推進 石油代替エネルギー法
（出所）資源エネルギー庁『エネルギー政策の歩みと展望』3）より筆者作成。
そして、1979 年 6 月に「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省エネルギー法）が制
定され、同年 10 月に施行し始めた。また、「京都議定書」に定めた温室効果ガス削減目標を達
成するため、1998 年 6 月に「新省エネ法」が改正され、1999 年 4 月から施行された。石油危
機後から、日本は官民を挙げて省エネルギーの推進に取り組んできた結果、2002 年度にはエネ
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ルギー消費の対 GDP原単位は、第 1次石油危機時（1973 年度）に比べ約 35％改善という著し
い成果をあげた（図 7）。2001 年をベースにした国際比較では、日本は世界主要国で最も効率
的にエネルギーを使用している国である。
（2）エネルギーに関する政策手段、組織の強化
日本では、エネルギー政策を推進するため、予算の面に一般会計と特別会計（石特会計、電
源特会）を設置している。エネルギー対策関係の予算額は、石油危機を経て、エネルギー対策
の重要性の高まりにより、大幅に増加している（図 8）。エネルギー対策のための税制措置とし
て、各種の税制が創設されている。例えば、電源開発促進税によって、2004 年度電源特別会計
予算が約 5,046 億円となり、前年比 3.9％の伸びを示している（表 6）。また、日本開発銀行な
どの政府系金融機関を通じた財政投融資は、産業政策の有効な手段であり、エネルギー政策の
推進においても重要な役割を果たしている。
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図 7　エネルギーの消費原単位と実質GDP成長率の推移
（出所）日本エネルギー経済研究所、『EDMC／エネルギー・経済統計要覧 2005』9）より筆者作成。
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図 8　日本のエネルギー対策費の推移
（出所）資源エネルギー庁『エネルギー政策の歩みと展望』3）より筆者作成。
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表 6　2004 年度電源特別会計予算の概要（億円）
電源開発促進対策特別会計（電源開発促進税 42.5 銭 /kWh）
電源立地勘定 電源利用勘定
1. 電源地域振興策 1867 （1735） 1. 原子力に関する安全、安心の確立 128 （111）
2. 理解促進活動の充実 102 （95） 2. 電力系統安定化技術開発等 231 （195）
3. 安全性実証 116 （131） 3. 原子力の利用推進 129 （113）
4. 環境保全対策 12 （15） 4. 水力、地熱の利用推進 71 （82）
5. 緊急時対策 89 （88） 5. 新エネルギー等関連予算 635 693）
6. その他 29 （47） 6. その他 55 （44）
（経済産業省分　計） 2216 （2111）（経済産業省分　計） 1250 （1238）
（文部科学省分　計） 390 （396） （文部科学省分　計） 1190 （1110）
3.9%
合計　　　　　　　　　　　    2606 （2507）
3.9%
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2440 （2348）
（注）（）内は 2003 年度予算額。
（出所）資源エネルギー庁資料より筆者作成。
このほか、電源地域振興対策としては、電源立地地域対策交付金、電源地域振興促進事業補
助金、原子力発電施設等立地地域特別交付金などが創設された。2004 年度交付金の予算額は
1,369 億円となり、電源特別会計予算（5,046 億円）の約 27%を占めているのである。
石油危機以前は、大臣官房に総合エネルギー政策課を設置し、通産省の各局に具体的な対策
がなされてきた。石油危機後は、複雑かつ多様化してきた資源エネルギー行政に迅速対応して
いくため、これまで官房、各局に置かれていた資源エネルギー関係行政機構を一本化し、資源
エネルギー庁を設置した。これにより、日本は長期エネルギー需給見通しの策定などを担当す
る総合資源エネルギー調査会、総合エネルギー対策の推進を担当する総合エネルギー対策推進
閣僚会議と資源エネルギー行政を担当する資源エネルギー庁があり、エネルギー対策において
は、強力な行政体制が構築されることになった。
（3）産業の構造転換と省エネ取り組み
産業部門においては、産業の中心が基礎素材産業から加工組立産業、電子・情報産業へシフ
トした。この結果、最終エネルギー消費に占める産業部門のウェイトは、1973 年度の 62.5％
から 2002 年度の 46.4％に低下した。日本の産業は石油危機後から省エネルギーの努力が著し
くなされてきたことがわかる。
1999 年 4 月から施行された「改正省エネ法」には、トップランナー方式が導入され、自動車、
家電、OA機器などのエネルギー消費機械に更なる省エネの努力が求められている。ここでは、
トップランナー基準の導入による省エネの効果について、ルームエアコンを事例として見てみ
よう。日本のトップランナー基準は、世界でもっとも厳しい省エネ基準と言われている。対象
機器である冷暖房兼用ルームエアコンのエネルギー効率（COP）について、2.5kW以下は 5.27、
2.5kW～3.2kWは 4.90、3.2kW～4.0kWは 3.65 と定められている。2004 年度には、ルームエ
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アコンの主力分野はトップランナー基準を 100％達成したのである。省エネ効果は、図 9に示
すように、2.8kWの機種は冷暖房とも右肩下がり、2004 年は 1997 年度より、電力消費量が約
20％（冷暖房平均）カットした。全体として、2004 年型エアコンは 1997 年型のエアコンと比べ、
約 40％の省エネ化が進んできた。日本電機工業会（2005）の試算によると、古いタイプのエア
コンの 1/3 が 2004 年型のルームエアコンを入れ替われれば、約 65 億 kWhの電気が節約でき
るということである 10）。
このように、産業の構造転換と省エネ取り組みの結果、1973 年から 1990 年までの 18 年間に、
実質GDPは 4％近く伸びており、安定成長していた。実質GDPは、1990年度に 4,679,130 億円、
1973 年度の 2,477,090 億円に対し、2倍近くに拡大し、一方で一次エネルギー総供給は 1.3 倍（最
終エネルギー消費は 1.4 倍）に止まった（日本エネルギー経済研究所データ、1995 年基準）。
これは、エネルギー少消費型産業へのシフトを契機に、新たな経済成長が実現したと考えられ
る。
石油危機後、省エネに大きな成果を収めた要因として、製造業の投資収益率は高い水準を維
持しており（約 20％）、企業の省エネなどの設備投資に積極的に取り組んでいたことに寄与し
ている。このほか、省エネ設備の導入に対する低金利融資制度や税制優遇措置などの支援制度
を行っているのである 12）。
2－4．電力供給の多様化と安定化の推進
発電電力量の約 70％を石油火力に依存していた電力は、石油危機で大きな影響を受けた。石
油危機後、日本は電源の多様化を促進し、原子力の開発促進に重点を置いている。大規模な原
子力の開発に乗り出している（図 10）。原子力の総電気出力は、1973 年 7 月には 229 万 kW（商
業用発電炉五基）、1978 年には 1,285 万 kW（同 15 基）、2002 年には 4,590 万 kW（同 53 基）
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図 9　日本ルームエアコンの電力消費量の推移
（注）冷暖房兼用、壁掛け型、冷房能力 2.8kW、省エネ型の代表機種の単純平均値。
（出所）日本冷凍空調工業会データ 11）より筆者作成。
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となっている。原子力発電電力は 2001 年に 3,198 億 kWhとなり、総発電電力量の 34.6％を占
めた。このほか、石炭、LNGなどによる脱石油化を促進し、石油火力依存度を大幅に低下さ
せている（図 11）。
また、『電気事業の経営』においては、季節別時間帯別料金制度（1988 年 1 月）の導入によ
る電力負荷平準化対策、広域運営、流通設備の強化と電力利用の高度化などによる電源の効率
的な運用対策を講じている。エネルギー・セキュリティや CO2 対策として、分散型電源が積
極的に導入されている。図 12 は 2001 年末の時点で日本の太陽光発電導入量が世界一となった
ことを示している。資源エネルギー庁は 2010 年度に太陽光発電導入目標を 482 万 kWと設定
している。
このように、日本では様々な対策が講じられた結果として、電力需要と供給のバランスが維
持されていたのである（図 13）。
䛭䛾௚䜺䝇
㻝㻚㻞㻑
℡㟷㉁≀
㻜㻚㻝㻑
㻸㻺㻳
㻞㻢㻚㻤㻑
᪂䜶䝛䝹䜼䞊
㻜㻚㻟㻑
Ỉຊ
㻥㻚㻡㻑
▼Ⅳ
㻞㻜㻚㻡㻑
ᆅ⇕
㻜㻚㻠㻑
▼Ἔ
㻢㻚㻠㻑
㻸㻼㻳
㻜㻚㻟㻑ཎᏊຊ㻟㻠㻚㻢㻑 㻜
㻝㻜
㻞㻜
㻟㻜
㻠㻜
㻡㻜
䠄୓㼗㼃䠅
᪥ᮏ㻌 䜰䝯䝸䜹㻌 䝗䜲䝒㻌 䜸䞊䝇䝖䝷䝸䜰㻌 䜸䝷䞁䝎㻌 䜲䝍䝸䜰㻌 䝇䜲䝇
ኴ㝧ගⓎ㟁タഛ
図 11　発電電力量構成（2001）
（出所）経済産業省資料 3）より筆者作成。
図 12　太陽光発電導入量の国際比較
（出所）IEA統計（2001 年度末）13）より筆者作成。
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図 10　発電設備容量の推移
（出所）経済産業省『電力調査統計月報』、電気事業連合会『電気事業便覧』より筆者作成。
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2－5．エネルギー政策の新展開
（1）3Eの調和対策
エネルギーを巡る情勢は大きく変化している中、日本のエネルギー政策は、従来のエネルギー
安定供給と経済成長を主要目標とすることから環境保全も重視しつつ、エネルギー安定供給、
経済成長と環境保全の同時達成を目指している。つまり、日本の 3E調和の目標はエネルギー
の安定供給確保しつつ、一定程度の経済成長とエネルギー起源 CO2 の削減とを両立させるこ
とである。
日本は、2度の石油危機を契機に、大幅な省エネルギーに成功を収めた。しかし、快適さ・
便利性を求めるライフスタイルの変化により、近年のエネルギー需要は増えつつある。電力の
供給においては、日本はこれまでの取り組みを元に、近年の電力需要の増大に対応し、新たな
努力をしている。具体策では、東日本大震災による福島原発事故までは、原子力は石油代替エ
ネルギーとして、その開発利用に積極的に取り組んでいた。
（2）地球温暖化問題への対応
現在、地球温暖化問題が顕在化している中で、COP3 に日本の温室効果ガスの削減目標が合
意され、エネルギー起源の CO2 を 2008 年～ 2010 年度には 1990 年比 6％削減せねばならない。
しかし、2002 年度に発電部門の CO2 発生量は 1990 年度に比べ 10.7％増加した。（図 14）。今後、
CO2 排出の抑制に更なる努力が必要である。
㻙㻠
㻙㻞
㻜
㻞
㻠
㻢
㻤
㻝㻜
㻝㻞
㻝㻠
㻝㻢
㻝㻤
㻢㻢 㻢㻣 㻢㻤 㻢㻥 㻣㻜 㻣㻝 㻣㻞 㻣㻟 㻣㻠 㻣㻡 㻣㻢 㻣㻣 㻣㻤 㻣㻥 㻤㻜 㻤㻝 㻤㻞 㻤㻟 㻤㻠 㻤㻡 㻤㻢 㻤㻣 㻤㻤 㻤㻥 㻥㻜
䠄ᖺ䠅
䠄䠂䠅 Ⓨ㟁タഛ⬟ຊఙ䜃⋡ Ⓨ㟁㟁ຊ㔞ఙ䜃⋡ 㟁ⅉ㟁ຊ㟂せఙ䜃⋡

図 13　電力需給伸び率の推移
（出所）日本エネルギー経済研究所資料 8）9）より筆者作成。
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3．中国における電力安定供給対策の考察
3－1．需要対策
中国の電力需要が、2000 年以降、産業・民生需要がともに高い伸び率を示しているのは特徴
的である。2000 年には、製造業は中国実質 GDPに占める割合が 43.6%であるが、電力需要に
は 71.6%を占めている。
しかし、電力需要の 7割を超える中国製造業のエネルギー効率は高いとは言えない。表 7で
は、2000～2004 年の間、中国の製造業 1kWh当たりの生産額は年平均で 0.478 ドル、日本高度
成長期（1966～1970）の年平均 0.986 ドルと比べ、2倍の差が出るとわかる。そして、2000 年
の実質額を比較すると、1kWh当たりで日本は 8.295 ドル、中国は 0.489 ドル、約 17 倍の差に
なる。ここで、世界銀行の購買力レート（2002）に換算すれば、2.198 ドルとなり、日本（1996
～ 2000 年）の年平均 6.168 ドルより、実は 2.8 倍の差が生じることになる。いずれにせよ、中
国では省エネのポテンシャルが大きいと言えよう。
一方、日本では、1970 年度と 2000 年度を比較すると、経済規模は約 2倍になり、製造業の
生産額は 8倍近く増加したにもかかわらず、電力消費はほぼ 2倍に止まった（製造業の電力需
要は 1970年が 1,823 億 kWh、2000年が 3,525 億 kWhである（経済産業省『電力調査統計月報』）。
つまり、製造業の電力需要が抑制された要因としては、省エネの進展と産業構造の高付加価値
化があげられるのである。
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図 14　一次エネルギー供給のCO2 発生量と伸び率の推移
（出所）日本エネルギー経済研究所資料 8）9）より筆者作成。
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表 7　製造業 1kWh当たりの生産額の日中比較（実質額ベース）
日本：製造業 1kWh当たりの
生産額（米ドル / kWh）
1966 年 1967 年 1968 年 1969 年 1970 年 平均値
0.904 0.955 0.985 1.023 1.061 0.986
1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 平均値
8.715 8.508 8.285 8.252 8.295 8.411
中国：製造業 1kWh当たりの
生産額（米ドル / kWh）
2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 平均値
0.489 0.490 0.471 0.466 0.474 0.478
（注）日本の製造業生産額は 1966～1970が実質額、1996～2000が 1995年価格。中国の製造業生産額は実質額。
　　　　為替レート（1966～19701ドル＝ 360円、1996～20001ドル＝ 110円；2000～2004は 1ドル＝ 8.28元）
（出所）経済産業省『鉱工業指数年報』14）、『電力調査統計月報』6）、『中国統計年鑑』15）等より筆者作成。
つぎに、経済成長に伴い、第 3次産業と家庭部門の電力需要は高いペースで増加してきた。
図 15 には、2000～2004 年の五年間の間、第 3次産業と家庭用は共に年平均 10%を超えていた
ことを示している。このように、民生用電力需要が旺盛に伸びた結果、電力の需要構造に変化
が生じてきた。また、国民生活の向上に伴い、冷・暖房空調の需要が急増してきたことを背景に、
中国の電力負荷率が低下してきている。図 16 の日本の例を見ると、長期的には中国の年負荷
率は今後も低下をたどっているのではなかろうか。
年負荷率が低下すると、最大需要電力が増加していき、それに対応した電源設備の開発が必
要になるとともに、電源設備の利用効率の低下をもたらしているのである。2003 年度の 69.6%
に対し、2004 年度は 68.6%となり、つまり 2004 年は 2003 年度より 1％下がったことがわかる。
本研究の試算では、中国の負荷率が 1％低減した場合、発電設備は約 400 万 kWを新たに必要
とする。逆に、年負荷率が 1％上昇した場合、新設の電源設備コスト約 310 億元（388 万 kW）
を節約できる（図 17）。
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図 15　中国の民生用電力需要の推移
（出所）中国国家電力網公司ホームページで公表されたデータ 16）より筆者推計。
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以上のように、中国において、電力供給不足を解消するには、まずはエネルギー多消費型産
業の電力需要を抑制して、製造業を中心とする産業構造をエネルギー寡消費型並び高付加価値
化へ転換することが中長期における重要課題である。いわば、エネルギー消費効率の高い産業
構造へのシフトが必要と思われる。もちろん、重工業をはじめとする産業の省エネを考えると、
相当規模の省エネ投資が必要だが、省エネ努力は生産性の大幅な向上につながるものであり、
省エネを通じて、経済の供給力の拡大やエネルギー消費効率の高い経済構造への転換、ひいて
は新たな経済成長の展開がもたらされる。つまり、省エネなどによる良循環が発生することと
なる。
また、今後とも予想される堅調な民生用電力需要に応え、負荷平準化対策を積極的に推進し、
年負荷率の改善を重視していくことも急務であると考えられる。中国では、生活の向上につれ、
国民のアメニティ指向が高まり、空調機器が急に普及拡大している。2003 年にはルームエアコ
ン保有量が 1億台を超えた（都市住民百人当たり 61.9 台）。2003 年の時点で、中国ルームエアコ
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図 16　日本の年負荷率と比較
（注） 送電端の平均電力 /最大 3日平均電力。日本は 9電力会社合計、中国は 9電力網合計（2000 年以前
の送電端及び最大電力のデータがないから、計算できない）。日本の年負荷率は日本電気事業連合会
のデータ、中国の年負荷率は筆者推計。
（出所）筆者作成。
図 17　中国の年負荷率による試算
（注）石炭火力の建設平価は 0.8 万元 /kW（中国国家予算基準）。
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ンの COP（Confficient of Performance, 成績係数。冷暖房平均エネルギー消費効率のこと）は 2.3
であり、諸外国と比べれば、COP値が極端に低いものである（表 8）。夏季の冷房需要が急増を
続けており、この結果、夏季における最大需要電力の尖鋭化が進んでいる。中国夏季の冷房空調
需要は電力最大負荷の約 40％に達しており、電力不足を招く最大の要因である。
現在、COP2.6 を達成していないエアコンが数多く存在し、2005 年 9 月 1 日時点までに販売
を許可されている（中国家電協会の調査では、約 1000 万台存在）。市販では COP2.6 より 
COP2.3 のほうが 400 元ほど安く、低価格を武器に販売を続けている。実に、COP2.6 はエネ
ルギー効率が高くても、10 年間に節約された電気代は 345 元で、機器コスト面のメリットが生
まれないことであると考えられる（節約電気代 345 元＝（2.3/2.3 － 2.3/2.6）kW×500 時間 /年
× 10 年× 0.60 元 /kWh）。これから、インフレに影響を与えない上、価格メカニズムを活用し、
経済的インセンティブを働かせる必要があると思われる（2005 年 5 月 1 日は産業用の電力価格
を約 6％引き上げ、民生用は殆ど現状維持である）。日本は 2度の石油危機の時、民生用の電力
価格を平均 34％引き上げたことがある。中国も、現在の価格 0.60 元を 33％引き上げ、0.80 元
まで引き上げたらよいのではなかろうか（電気代 460 元節約）。
したがって、電力供給を安定化するには、ルームエアコンの COP 基準値を高く設定する必
要がある。例えば、表 9の推測計算のように、2005 年度から 2009 年度までは、ルームエアコ
ンの COP最低基準値を 15％（2.6 → 3.0）引き上げれば、4年で市販された 4800 万台（年間 1,200
万台）のエアコンは、10 年間で約 283 億 kWhの電力消費量を節約できる〔4800 万台 ×（2.3/2.6
－ 2.3/3.0）× 10 年× 500 時間 /年＝ 283 億 kWh〕。2020 年になると、906 億 kWhが節約でき、
これは三峡ダムの年間発電量に相当することになる（三峡ダム設備容量は 1,820 万 kW、年間
最大発電量は 847 億 kWh）。
つまり、最大電力需要を 1,811 万 kWシフトして、これを石炭火力で計算すると、CO2 を約
2,477 万トン（炭素換算）、SO2 を約 69 万トンの排出削減が可能となる（石炭火力年間 5,000
時間稼動、石炭消費量 380g/kWh基準より算出）。また、2003 年度最大電力と負荷率で計算す
ると、年負荷率を約 5％改善することができるのである。
以上は具体的な例として、エアコンのエネルギー効率（COP）の改善は最大電力の削減及び
年負荷率の向上につながることを検討してきた。中国では、メーカー間に技術力の格差が大きく、
商品化されている製品の内最も優れた機器の性能以上にするトップランナー基準をそのまま導入
するのは困難だと考えられる。従って、本研究では対象とする機器の全ての製品が基準値をクリ
アすることを目標とし、世界で最も広く取り入れられている最低基準方式を提唱するのである。
このほか、需要サイドにおいては、家電機器の省エネ、住宅の断熱化の推進、国民ライフス
タイルの見直しなど、総合的な省エネ対策を徹底的に進めねばならないのである。また、工場
やビル・建築物の省エネに関しては、エネルギー管理制度の活用、ESCO事業の支援など包括
的な対策を施す必要があると思われる。すなわち、電力の安定供給が実現するかどうかは、省
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エネルギーの進展が極めて重要である。
表 8　ルームエアコン（壁掛け形）の国際比較
中国 日本 アメリカ 欧州
コンプレッサ方式 9割以上は一定速 9割以上はインバータ 6割以上はインバータ 約 8割は一定速
冷暖房省エネ基準値
（最低限、冷房能力
3.5kW以下）
2005年3月（半年猶予）
以前：COP　2.3　
以降：COP　2.6　
COP　3.65
（2004年 1月改正）
COP　2.8
（2006年から 3.8へ）
COP　3.2
省エネラベリング制度 一級 3.4～五級 2.6
トップランナー対象
省エネ性マーク
― ―
（注） ルームエアコン 1 台の価格は 1999 年 4000 元、2000 年 3600 元、2001 年 3200 元、2002 年 2900 元、
2003 年 2390 元、2004 年 2100 元で、生産規模の拡大により価格が安くなってくる。2005 年 5 月に
888 元まで値下げしたことがある。
（出所）筆者作成。
表 9　ルームエアコンのCOP向上による電力需要節減の推測（COP=冷房能力（kw））電力消費（kw）　　　　
2005 2009 年 2013 年 2017 年 2020 年 合計
向上率（％） 15％ 15％ 14％ 7.5% 7％ ―
COP（最低基準値） 2.6 3.0 3.4 3.65 3.90 ―
期間（年度） 2005～2009 2009～2013 2013～2017 2017～2020 2020～2024 ―
新規出荷台数（台） 4000 万 4800 万 4200 万 4500 万 5000 万 2.25 億
年間電力負荷軽減（kW） 460 万 566 万 378 万 207 万 200 万 1811 万
電力消費量節約（kWh） 230 億 283 億 189 億 104 億 100 億 906 億
（注）対象期間のエアコンの冷房能力を 2.3kWに設定、比較する。出荷台数は本研究予測。
3－2．供給対策
電源開発については、供給の安定性、経済性（発電コスト）、環境への影響などの面から総
合的に検討し、最適と考えられる電源構成を築かねばならないのである。
一方、中国では、経済発展の地域的なアンバランスとエネルギー資源の分布の地域的な偏り
などが存在しているため、3地域の実情を考慮しなければならない。言わば、地域性を要重視
している。従って、中国の電源のベストミックスを考える場合、主として安定性、経済性、環
境特性及び地域性を考慮することが必要であろう。
化石燃料は遠くない将来には枯渇すると予測される。石炭は約200年余り採掘可能となるが、
中国では、石炭の埋蔵量は 2000 億トンと推計され、年間 25 億トンの石炭を採掘し続けた場合、
80 年間分が残されているのである。いずれにせよ、化石燃料の枯渇問題が迫ってきており、長
期的に電源開発は化石燃料から離脱し、非化石燃料への転換が求められる。
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表 10　日本と中国の 1kWh当たりの発電コスト
発電方式 日　本 1 中　国 2
石炭火力発電 6.5 円 0.42 元
LNG火力発電 6.4 円 0.33 ~0.42 元
原子力発電 5.9 円 0.58 元以上
水力発電 13.6 円 0.49~0.58 元
新エネルギー 17.6 円 ―
（注）総合エネルギー調査会 17）等の資料により筆者作成。
表10に日本と中国の発電コストを示す。日本では、原子力が一番安く、発電量の約3割を担っ
ている。次に、LNGと石炭火力がそれぞれ約 2割を占める。中国では、LNG火力が一番安価
に見えるが、現在利用が少ないのである。石炭はコストにおいても優れているが、原子力、水
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図 18　ライフサイクルCO2 排出量（g-CO2/kWh）
（出所）電力中央研究所「ライフサイクルの CO2 排出量を電源別に求める」18）より筆者作成。
図 19　中国における電源構成の構想
（注）電源構成は「電力第 11 次五カ年計画」19）を基に試算。
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力と比べれば、燃料価格の変動に影響を受けやすくなるのである。原子力と水力はコストが若
干高くなっても、価格変動が少なく、電気料金の安定に役立つ。
図 18 に各種発電方式の環境特性を示す。1kWh当たりの CO2 排出量に関しては、石炭火力
が一番多く、原子力、水力及び再生可能なエネルギーのほうが少ないのである。すなわち、原
子力、水力、再生可能エネルギーの発電方式は石炭火力などより CO2 排出量が少なくなるこ
とがわかる。
また、地域性に関して、先進地域は化石エネルギー資源が乏しく、後進地域等から長距離に
輸送されている。先進地域は「西気東輸」、「西電東輸」の対象地域となり、年間天然ガスは約
120 億m3、電力は約 5,800 万 kW送られる計画である。電源開発のうち、4,000 万 kWの原子
力が先進地域に予定される。後進地域は先進地域より経済発展が遅れていることから、後進地
域は単なるエネルギー資源の供給地だけでなく、電源地域振興対策などの支援策を積極的に導
入し、先進・後進地域間の経済格差を是正することが必要となる。
そして、電力の構成について、電源開発第 11 次五カ年計画では、2020 年には石炭火力
63.6%、水力 24.2％、原子力 3.8%（2005 年は 4％と修正）、新エネルギー 2.1%、LNG火力 6.3%
である。本研究では、水力と新エネルギーの割合を高め、図 19 の電源構成構想を提示している。
すなわち、石炭火力、水力、原子力をベース電源として電源開発を推進すると同時に、新エネ
ルギー電源を分散型電源として積極的に導入すべきである。
3－3．総合エネルギー政策の構築
中国では、この 20 年間に経済成長を年平均 9％実現する一方、エネルギーを大量に消費し、
環境問題を深刻化している。2002 年から 4年間に渡った電力不足と 2020 年まで莫大な電力需
要を背景に、問題がより深刻となってきた。今後、経済成長 7％の目標を実現するには、エネ
ルギーの安定確保が最重要の課題であることは言うまでもないが、環境保全という地球規模の
問題に対処しねばならない。つまり、「経済成長、環境保全、エネルギー安定供給」の同時達
成を目指す総合対策システムを構築することが急務であると思われる。現在、中国におけるエ
ネルギー政策は、大きな転換点にさしかかっているといえよう。
かつて、日本は高度成長期において、エネルギー確保を最優先課題にし、経済高度成長を実
現しており、また 2度に渡る石油危機を契機に、省エネや環境対策等を含めた総合エネルギー
政策を柔軟に調整しながら、産業構造をエネルギー寡消費型へシフトを図り、経済成長を成功
したことがある。中国は日本の先発者としての貴重な経験を学び、生かすべきであろう。
ここで、中国における総合エネルギー政策を検討し、提案してみよう。図 20 に中国におけ
るエネルギー政策の方向性を示す。中国について、エネルギーの基本考え方はエネルギー安定
供給を図りながら、環境・経済との調和をめざし、経済社会が省エネ型への転換されることが
期待される。図 21 は本研究が提案するエネルギー行政の構造改革案である。従来の分散型の
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エネルギー行政構造を一元化にし、エネルギー行政を有効かつ柔軟に対応し、環境保全、経済
成長、エネルギー安定供給を目指す政策行政に取り組むべきことを提案する。
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図 20　中国エネルギー政策の方向性
（出所）筆者作成。
図 21　中国エネルギー行政の構造改革
（出所）筆者作成。
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4．電力分野における国際協力推進
4－1．日中の 3E協力
現在、日中経済関係がさらに深化していく中、日本と中国は、アジア地域全体の発展に寄与
する新しい時代を築くためには、経済・エネルギー・環境（3E）を始め、幅広い協力関係を築
くことが極めて重要である。
日中の 3E協力の重要性は、次の 3点がある。
①エネルギーの安定供給の確保及び地球温暖化問題への対応は、先進国（日本）と発展途上
国（中国）が協力して取り組むべき地球的課題。
②日中は地理的にも経済的にも密接な関係にある。従って、中国におけるエネルギー安定確
保及び地球温暖化への対応が、日本のエネルギー安定供給や環境問題にとっても重要なこと。
③エネルギーの安定供給は基本的には中国が自力で取り組むべきであるが、資金面・技術面
等で限界があるため、日本が中国の取り組みを支援・協力していくことは、きわめて意義のあ
ることである。
電力分野における日中協力として、日本の進んだ経験を中国に生かすことができる。例えば、
供給サイドにおいて、石炭の有効利用や石炭火力の発電効率の向上及び電源の多様化・分散型
電源の利用促進、需要サイドにおいて、省エネ関連の制度・技術・資金の協力、負荷平準化の
対策及び人材育成などが上げられる（図 22）。日中の 3E協力は市場メカニズムを活用して、
相互に利益をもたらすWin-Winゲームになれることが期待できる。
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図 22　3Eにおける日中協力の構想
（出所）筆者作成。
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4－2．周辺諸国との連携強化
中国は、大陸国家として複数の国と国境を接している。今後、対外開放がより進むにつれ、
周辺諸国との連携が極めて重要となってきている。こうしたなか、北部はロシア、キルギスと、
南部はタイ、ベトナムと国境を越えて送電線網が整備されつつあり、国際間の電力の輸出入が
可能となるのである（表 23）。
北部では、ロシア極東シベリア地域は電力の余裕があり、中国への電力輸出に高い関心を見
せている。一方、中国の重工業の里とも言われる東北地方は「東北振興」プロジェクトの始動
により、重工業の振興を始め、地域経済の活性化を図っており、今後電力の需要が拡大してい
くと見られる。そのため、ロシアからの電力輸入を考慮すべきである。当然ながら、電力の輸
入は、安定性と経済性が大きな制約条件となっているが、東北の電力の安定供給の確保に十分
な意義があるのである。
南部では、タイ、ベトナムなどのアセアン諸国は経済成長に伴い、電力需要が年 10％以上の
伸び率で急増している。中国とアセアン諸国の間に、メコン川の開発を巡って、2001 年 12 月
に「大メコン川次区域電力貿易協調委員会」（Regional Power Trade Coordination Committee
通称 RPTCC）が設立され、2004 年 7 月に「大メコン川次区域電力貿易運営協議」（Regional 
Power Trade Operating Agreement通称 PTOA）が合意され、地域間の電力貿易が本格化し
始めている。また、2010 年までに中国・アセアン自由貿易地域（CAFTA）の設立を受け、地
域の経済交流が活発化し、電力の輸出環境が整っている。
上記のように、電力不足時は外国から輸入し、電力余裕があった場合はかえって周辺諸国へ
輸出でき、地域の電力安定供給に役立てると考えられる。なお、電力の輸出入は東北や南方電
力網の供給能力の 1％未満であるから、これらの地域の電力供給にさほど影響はないと言えよ
う。
表 11　北部と南部を中心とした電力の輸出入
国際送電
ルート
対象地域
担当
電力網
送電規模と実績
電力価格
（1kWh当たり）
電源構成
北路① ロシア→黒竜江 国家電力網 154 億 kWh、（2004～2013） 0.15 ～ 0.25 元 水力発電
北路② キルギス→新彊 国家電力網 300 万 kWh、（2005 年度） 0.25 元 水力発電
南路① 雲南→タイ 南方電力網 タイへ：300 万 kW、500 kV線路 タイと合弁 水力発電
雲南→ベトナム 年間 2億 kWh、220kV線路 （2004.9）0.35 元
南路② 広西→ベトナム 南方電力網 年間 1億 kWh、110 kV線路（2005.4）0.35 元 水力発電
（注） 景洪、糯扎渡の二カ所の発電所（設備容量 735 万 kW）の内、景洪はタイが 70％所有し、2013 年か
ら電力をタイへ輸出する予定。
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5．結論
本研究は、まず、中国の参考になる日本の取り組みを考察した。日本の経験は以下の 4点に
まとめられる。①高度成長期において、拡大していく電力需要に対し、大規模な電源開発を行
い、電力供給を安定させること。②石油危機を契機に、電源の多様化とエネルギーの効率化を
徹底的に推進し、産業構造の転換を図ったこと。③ 3Eの調和をエネルギー政策の基本原則と
して位置づけること。④以上の①～③点を実現するために、総合エネルギー政策を確立し、国
家戦略の重要な一環として展開していること。現段階の中国は、高度成長期の日本と類似して
いた点が多く、エネルギーの安定供給を考える場合、日本の経験を参考にすべきである。
しかし、現在中国のエネルギー供給を巡る情勢は独特の複雑かつ多面性も有している。一つ
はエネルギーの国際環境であり、日本の高度成長期は安価かつ安定的な石油供給に恵まれたの
に対し、2004 年以降国際的な原油価格が急騰していること。もう一つは、限りある化石資源が
減少し続ける中、人口規模から考えれば、中国は今後莫大なエネルギー需要が求められている
こと。省エネについて、日本は 1970 年代に省エネの設備投資資金を回収し得る技術があり、
中国は現段階では省エネの技術・資金が欠如している。また、中国では、外資の積極的な進出
や国内地域不均衡など様々な問題が絡み合っている。従って、中国は日本の経験を参考しなが
ら、多面性を考慮した新たなエネルギー政策が求められる。
中国は今後、電力需要が急速に増大していくと予想されており、環境保全等の大きな制約を
越えるには、需給両面からのアプローチを取るべきである。供給面において、大規模な電源開
発が不可欠だが、石炭火力のエネルギー効率を向上すると同時に、水力、風力などの新エネル
ギーを分散型電源として積極的に導入し、電源の多様化を図る必要がある。需要面において、
短期的には、エネルギー多消費型産業の過度成長を抑え、省エネ効率を高める必要がある。中
長期的には産業構造をエネルギー少消費・高付加価値型へ転換すべきである。最後、Win-Win
のベースで国際協力を求め、エネルギー安定供給を図りながら、環境・経済との調和をめざし、
経済社会が省エネ型への転換される総合エネルギー政策の構築とが期待される。
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